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１．概要 

  社会福祉法人が、経営労務管理の改善に向けての新たな取組みを行うにあたり、経営労務管理の

専門家（公認会計士、税理士、弁護士、中小企業診断士、社会保険労務士等）から、確認・助言等

の支援を受け、改善計画を策定する。 

  また、法人は、その計画を専門家によるフォローアップを受けつつ実行するものとする。 

 

 ⑴法人は専門家と契約（複数可）⇒⑵専門家による改善計画策定のための確認・助言⇒⑶法人は計

画を策定⇒⑷法人による計画の実行（専門家によるフォローアップ） 

       

                         契  約 

                           

                                

 

     補助金    補助金          相談支援 

 

 この際、社会福祉法人が日常行っている経理事務や決算事務、計算書類の作成事務等は対象となら

ず、経営労務管理の改善に向けた新たな取組みを行う場合に対象とする。 

 

２．補助対象 

  大阪府内に主たる事務所が所在する社会福祉法人 

 

３．補助基準額 

  補助基準額は、１法人あたり４６万円とする。 

  ただし、対象経費実支出額が４６万円を下回る場合には、当該額とする。（この場合、千円未満

の端数は切り捨てとする。） 

 

４．対象経費 

  福祉サービスの供給体制の整備及び充実を目的とした社会福祉法の改正に対応するなど、専門家

（公認会計士、税理士、弁護士、中小企業診断士、社会保険労務士等）の支援を受けて改善に取り

組む際の、専門家の支援に係る費用 

 

５．事業実施期間 

  補助金交付決定後から平成２９年３月３１日まで 

 

６．申請方法 

  大阪府社会福祉法人経営労務管理改善支援事業補助金交付要綱（以下、「府交付要綱」という。）

に定める所定の様式により以下の受付期間の府へ直接提出のこと。 

 

 ○交付申請の受付期間 

  平成２８年１０月２０日（木）から平成２８年１０月３１日（月）まで 

 

 ○提出先 

  郵便番号５４０－８５７０ 

  大阪市中央区大手前２丁目 

  大阪府 福祉部 地域福祉推進室 指導監査課 法人指導グループ 

 【郵送可（平成２８年１０月３１日消印有効）、メールは不可】 

※郵送の際は、封筒に「経営労務管理改善支援事業補助金申請書 在中」と記入のこと。 
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７．留意事項 

 （１）既存事業や従来の支出経費の振替え等と判断される等、補助事業に該当しない場合は、不採

択とする。なお、不採択となった場合はその旨通知する。 

 （２）予算の範囲内で、交付決定を行うため、予算の範囲を超える場合は、申請内容を確認のうえ、

平成２７年度の法人の資金収支計算書における事業活動収入計（様式第１号の１）が小さい法

人から順に採択するものとする。 

 （３）申請にあたっては、必ず府交付要綱の内容を確認のうえ行うこと。なお、申請の内容に偽り

があった場合には、補助金の交付を取り消すことがある。 

 （４）申請書が府に届いた後、１週間以内に、申請書に記載の連絡先メールアドレスへ書類が到達

した旨の連絡をする。平成２８年１１月１１日までに、連絡のない場合は、収受の確認のため

府へ連絡すること。 

 

８．その他 

  本事業は府交付要綱に基づき実施され、同要綱第２条の規定により、平成２８年４月２６日付け

社援発０４２６第８号厚生労働省社会・援護局長通知「社会福祉法人経営労務管理改善支援事業等

の実施について」（以下、「国実施要綱」という。）における「社会福祉法人経営労務管理改善支

援事業等実施要綱」の１「社会福祉法人への経営労務管理改善支援事業」を補助の対象とする。 

 

９．スケジュール 

 ○補助金申請書の提出（法人➜府） 

  「様式１」 

  平成２８年１０月２０日（木）から平成２８年１０月３１日（月） 【消印有効】 

   

 ○補助金申請の審査（府） 

  採択の決定（国庫補助内示後に交付決定通知）【平成２８年１１月下旬～１２月上旬（予定）】 

   

 ○事業実施【交付決定後開始】 

  ・専門家との契約（法人） 

  ・経営労務管理改善支援報告書の提出（専門家➜法人）【別紙１】 

  ・経営労務管理改善計画書の提出（法人➜府）      【別紙２の１】 

   

 ○事業完了 

  ・実績報告書（経営労務管理改善報告書を添付）の提出（法人➜府）【別紙様式第４】 

  ※補助事業の完了の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、承認日）から起算して

３０日を経過した日又は平成２９年３月３１日のいずれか早い時期までに府へ提出 

 

 ○補助金の交付予定【平成２９年５月末頃】 

  ・補助金の額の確定後、確定通知に基づき補助金を交付。 


